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歴史的建造物庭園整備事業費について 

（旧松本剛吉別邸及び皆春荘） 

 

１ 目 的 

旧松本剛吉別邸及び皆春荘について、利用者の利便性向上や安全性の確

保といった公共施設としての必要な整備を行った上で、過去の調査及び実

施設計における庭園の評価を反映し、歴史的価値を適切に保全する。 

 

２ 物件概要 

【旧松本剛吉別邸】 

(1) 所 在 地：南町二丁目１番 27 号 

(2) 建築時期：大正 12 年（1923 年）頃 

(3) 敷地面積：2,318.93 m2 

【皆春荘】 

（1）所 在 地：板橋 852 番地  

（2）建築時期：明治 41 年（1908 年）頃 

(3) 敷地面積：2,836.60 ㎡  

 

３ 事業概要 

  令和３年度（ 2021 年度）調査及び令和４年度（ 2022 年度）・５年度

（2023 年度）の実施設計に基づき、旧観が判明する箇所は可能な限り復元

に努め、その他は作庭意図や意匠等を踏まえた原状の保全を基本としつつ、

修景及び歴史的景観に影響のない範囲で整備を行う。 

 

【旧松本剛吉別邸】 

バリアフリールート及び水景の整備、芝生広場の復元及び植栽の整理等 

【皆春荘】 

バリアフリールート及び水景の整備、表門の修復及び植栽の整理等  

  

 



 

2 

 

４ 主な整備予定箇所 

  【旧松本剛吉別邸】 

 

 

 

 

  

①バリアフリー 

ルート整備 

⑥植栽新設（生垣） 
⑥植栽新設（生垣）  

⑤既存塀の

改修 

③アカマツの

剪定 
④水景整備 

②芝生広場復元 
既存木の整理 

⑤既存塀の

改修 
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【皆春荘】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５ 予算額 

  39,186千円（令和５年度～６年度継続事業 継続費設定額130,000千円） 

  内訳 工事監理料、庭園整備工事請負費 

（単位：千円）  

 
事業費 

財源 

国庫支出金 地方債 一般財源 

令和５年度 39,186 19,593 19,300 293 

令和６年度 90,814 45,407 44,800 607 

合   計 130,000 65,000 64,100 900 

①バリアフリールート整備

周辺の芝生化 

③表門・建仁寺垣の修復 

②水景整備 

⑤外周柵の改修 

⑥高木の剪定 

④メダケの刈り取り 

 越境樹木の剪定 

⑤外周柵の改修 
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６ 財 源 

  社会資本整備総合交付金（街なみ環境整備事業）（国１/２） 

 

７ スケジュール 

  令和５年 12 月以降     契約締結、工事着手 

  令和７年（2025 年）１月   竣工 
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高齢者施設等物価高騰対応支援金について 

 

１ 事業概要 

原油価格や物価の高騰により、高齢者施設等の運営に係る経費が増大し

ている状況を踏まえ、市内高齢者施設等へ支援金を支給する。 

  本事業は、令和５年（2023年）４月から９月までを対象期間として実施

しているが、物価高騰の状況を踏まえ、令和５年 10月から令和６年 

（2024年）３月についても、単価を一部見直し、継続実施する。 

 

２ 対 象 

(1) 対象施設 

市内高齢者施設等 

   ただし、令和５年10月１日時点で指定権者から指定を受け、申請時に

おいても休止・廃止の届出がされていない市内高齢者施設等を運営する

法人 

施設区分 事業所種別 支給単価 

入所 

介護老人福祉施設、介護老人保健施設、 
介護医療院、認知症対応型共同生活介護、 
短期入所生活介護、 
短期入所療養介護、軽費老人ホーム 

定員１人 
につき 
18,000円 

入所 

有料老人ホーム及びサービス付き高齢者向け

住宅（特定施設入居者生活介護の指定を受け
ているものに限る） 

定員１人 

につき 
18,000円 

大規模 

通所介護、通所リハビリテーション、 
小規模多機能型居宅介護、 

看護小規模多機能型居宅介護、 
通所型サービス 

１事業所 

につき 
110,000円 

小規模 
訪問入浴介護、地域密着型通所介護、 
認知症対応型通所介護 

１事業所 
につき 
60,000円 
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施設区分 事業所種別 支給単価 

訪問 

訪問介護、訪問看護、 
訪問リハビリテーション、 
福祉用具貸与、居宅介護支援、介護予防支援、 
定期巡回・随時対応型訪問介護看護、 
夜間対応型訪問介護、訪問型サービス 

１事業所 
につき 
40,000円 

 

 (2) 対象経費 

   燃料費・光熱費・食材費の高騰分に相当する経費 

 

３ 予算額 

  75,930千円 

  内訳（入 所）60,390千円 ＠ 18,000円 ×  3,355人分（定 員 数） 

（大規模） 5,940千円 ＠110,000円 ×   54事業所（事業所数） 

（小規模） 3,360千円 ＠ 60,000円 ×   56事業所（事業所数） 

（訪 問） 6,240千円 ＠ 40,000円 ×  156事業所（事業所数） 

    

４ 対象期間 

  令和５年10月～令和６年３月 

 

５ 申請受付期間 

令和６年１月～３月 

 

６ 財 源 

  新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金（国10/10） 
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訪問調査委託料について 
 

１ 概要及び目的 

  介護認定における訪問調査件数の増加に伴い、委託料を増額する。 

 

２ 予算額 

＜歳出＞ 

3,000千円 訪問調査、施設内調査等委託料 

 

＜歳入＞ 

3,000千円 一般会計繰入金 

 

３ 令和５年度（2023年度）委託執行見込み 

   

 ９月末まで 10月以降 計 

調査件数 3,123件 3,800件 6,923件 

 直 営 2,656件 2,900件 5,556件 

 委 託 467件 900件 1,367件 

 

４ 訪問調査実施状況（前年度比較） 

 

  令和４年度 令和５年度（～９月末） 前年度比 

調査件数 5,546件（462件/月） 3,123件（521件/月） （＋59件/月） 

 直 営 5,156件（430件/月） 2,656件（443件/月） （＋13件/月） 

 委 託 390件（ 32件/月） 467件（ 78件/月） （＋46件/月） 

委託率 7.0 ％ 15.0 ％ ＋8.0 ％ 
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複合型介護予防教室運営業務委託料について 

 

１ 事業概要 

  生活機能の低下がみられる介護予防が必要な高齢者に対し、要介護状態

となることの予防や要介護状態等の軽減・悪化の防止のため、医療等の専

門職により、運動機能向上・栄養改善・認知症予防・口腔機能向上のため

のプログラムを複合的かつ集中的に実施することにより、介護予防の意識

向上を図る。（１クール12回／３か月間の教室を市内８か所で実施） 

  令和６年度（2024年度）の事業実施にあたり、口腔機能向上を除くプロ

グラムを行う事業者をプロポーザル方式で選定し、契約事務及び年度当初

の事業開始を円滑に進めるため、債務負担行為を設定する。 

 

２ 予算額 

  令和５年度（2023年度）～６年度債務負担行為設定 総額 6,347千円 

  ＜債務負担行為内訳＞                （単位：千円） 

事 項 期 間 限度額 

複合型介護予防教室運営委託料 
令和５年度 （予算計上額 0） 

令和６年度 6,347  

 

３ スケジュール 

令和６年１～２月 指名業者へ通知 

令和６年２～３月 
企画提案書の審査・候補者の選定 

契約の締結 

令和６年４月 業務開始 
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障がい福祉施設等物価高騰対応支援金について 
 

１ 事業概要 

原油価格や物価の高騰により、障がい福祉施設等の運営に係る経費が増

大している状況を踏まえ、市内障がい福祉施設等へ支援金を支給する。 

本事業は、令和５年（2023年）４月から９月までを対象期間として実施

しているが、物価高騰の状況を踏まえ、令和５年 10月から令和６年 

（2024年）３月についても、単価を一部見直し、継続実施する。 

 

２ 対 象 

（1）対象施設  

市内障がい福祉施設等 

ただし、令和５年10月１日時点で指定権者から指定を受け、申請時に

おいても休業・廃止の届出がされていない市内障がい福祉施設等を運営

する法人 

施設区分 事業所種別 支給単価 

入所施設 障害者支援施設、共同生活援助、福祉型障

害児入所施設、短期入所（医療型を除く） 

定員１人

につき 

18,000 円 

通所系 

事業所 

生活介護、就労移行支援、自立訓練（機能

訓練、生活訓練）、就労継続支援Ａ型、就

労継続支援Ｂ型、就労定着支援、児童発達

支援、放課後等デイサービス、地域活動支

援センター、日中一時支援 

※障害者支援施設の昼間サービスは除く。 

１事業所

につき

60,000 円 

訪問系 

事業所 

居宅介護、重度訪問介護、行動援護、同行

援護、保育所等訪問支援、計画相談支援、

移動支援、訪問入浴サービス 

１事業所

につき

40,000 円 

 

（2）対象経費 

燃料費、光熱費、食材費の高騰額に相当する経費 
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３ 予算額 

  22,062千円 

   内訳 12,762千円   ＠18,000 × 709人分（定員数） 

5,820千円   ＠60,000 ×  97事業所（通所） 

       3,480千円   ＠40,000 ×  87事業所（訪問） 

 

４ 対象期間 

  令和５年10月～令和６年３月 

 

５ 申請受付期間 

令和６年１月～３月 

 

６ 財 源  

  新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金（国10/10） 
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帯状疱疹ワクチン接種費用助成事業費について 

 

１ 目 的 

帯状疱疹の発症や重症化を防ぐため、ワクチン接種を希望する市民に接種

費用の一部助成を行い、経済的負担の軽減を図る。 

 

２ 概 要 

小田原市に住民票を有する50歳以上の方を対象とする。 

２種類のワクチンのうちいずれか１種類について、令和６年（2024年） 

１月以降に接種した分につき、接種費用の一部を助成する。 

   助成額  生ワクチン（接種回数１回） 

         助成額  4,000円 

        不活化ワクチン（接種回数２回） 

助成額  １回につき10,000円 

 

３ 予算額 

  2,097千円 

   内訳 ワクチン接種費用助成業務委託料（取扱医療機関） 

      負担金補助及び交付金（償還払い） 

      事務費（予診票作成、郵送料）等 

 

４ スケジュール 

令和６年１月 広報紙や市ホームページなどで周知 

償還払いによる費用助成を開始 

令和６年３月 取扱医療機関窓口での差引による助成に変更 
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民間保育所等電気・ガス料金高騰対策事業費補助金について 

 

１ 事業概要 

物価高騰の影響により、保育所等の冷暖房や給食調理に必要な電気・ガ

ス料金が高騰しているため、安全・安心な保育環境を維持できるよう、民

間保育所等に対し電気・ガス料金の一部(利用定員毎に設定した額)を補助

する。 

 

２ 予算額 

  12,900千円 

  対象施設 民間保育所等47施設 

 

 

 

利用定員 施設数 補助上限／月 予算額 

161人以上 ２ 120千円 1,440千円 

100人以上 160人以下 12 65千円 4,680千円 

20人以上  99人以下 20 50千円 6,000千円 

19人以下 13 10千円 780千円 

  対象期間 令和５年（2023年）10月から令和６年（2024年）３月まで 

 

３ 財 源 

  新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金（国10/10） 

保育所 26 園、認定こども園５園、小規模保育事業 13 施設、

子ども子育て支援新制度移行幼稚園３園  
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特別支援学級教室等整備費について 

 

１ 事業概要 

令和６年度（2024年度）のクラス編成により、特別支援学級の新設や通常学級の

増が見込まれる小学校について、新学期の開始までに学校運営上必要な整備を完了

させるため、所要の事業費を計上する。 

 

２ 整備内容・予算額   

14,100千円 

 

学校名 Ｒ６学校運営上の変更内容 整備内容 

酒匂小 肢体不自由学級の新設 
スロープ設置、トイレ・流し

等の改修 

曽我小 

病弱学級の新設（紫外線に直接

当たらないような配慮が必要な

児童の入学） 

校舎等の窓ガラスに紫外線防

止フィルムを設置 

矢作小 

通常学級（新１年生）の増 

※ ６年生（40人２学級）が卒業し、 

新１年生（35人３学級）が入学 

通常学級として使用する教室

に空調を設置 
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学校給食調理委託料について 

 

１ 経緯 

(1) 令和５年(2023年)11月８日に、学校給食調理業務の受託事業者から同年

12月末での給食事業撤退の申出があった。 

(2) 令和６年(2024年)１月から３月までの給食提供のため、業務の引継ぎに

ついて給食調理事業者に個別にヒアリングを行っている。引継ぎの意思

を示した事業者と随意契約により契約する。 

(3) 令和６年４月以降の給食調理業務について、新たな事業者を選定し、契

約を締結する必要があるため、債務負担行為の限度額を変更する。 

 

２ 対象校   

足柄小学校及び芦子小学校    

 

３ 予算額    

令和５年度～８年度債務負担行為（変更） 総額 626,460 千円    

<債務負担行為（変更）内訳>             （単位：千円） 

事項 期間 補正額 補正後 

学校給食調理委託料 

令和５年度 （予算計上額 0） （予算計上額 0） 

令和６年度 50,000 208,820 

令和７年度 50,000 208,820 

令和８年度 50,000 208,820 

計 150,000 626,460 

４月～12月 １月～３月

現

新 随意契約

年度

令和６年４月１日から令和９年３月31日

　(令和５年度中に事業者選定）

令和５年度

令和７年４月１日から令和10年３月31日

令和４年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度

令和４年４月１日から
　　　令和５年12月31日

令和４年４月１日から令和７年３月31日

給食事業撤退
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学習ネットワーク性能診断委託料について 

 

１ 背景・目的 

令和３年（2021年）４月に本格的に活用を開始した学習ネットワークについては、

文部科学省から通信ネットワーク環境の評価（アセスメント）の実施が強く推奨され

ている。 

また、今後、デジタル教科書の活用や文部科学省ＣＢＴシステム（ＭＥＸＣＢＴ）

による学力調査などの大容量の通信を行う機会が増加することが想定されることから、

各校のネットワーク性能についての診断等を実施する。 

 

２ 業務内容 

  ネットワークの構成別に抽出した３校を対象に、次の調査を実施する。 

実施項目 実施内容 

通信負荷テスト 
学力調査などの大容量通信の対応可否を判断するため、通信

負荷テストを行う。 

稼働状況分析 

今後のネットワーク環境再整備に向けた参考情報を得るた

め、平時における既存のネットワーク機器の稼働状態の分析を

行う。 

 

３ スケジュール 

令和５年12月          契約締結 

令和５年12月～令和６年３月   負荷テスト及び稼働機器のログ分析実施 

令和６年３月          ネットワークアセスメント結果納品 

４月          全国学力・学習状況調査 

５～６月        ステップアップ調査 


